
参考資料4  
船員保険制度の見直しについて  

船員保険事業運営懇談会（平成18年12月21日）報告書（概要）  
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船員保険法の改正（概要）   

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）を踏まえ、船員保険事業のうち  

職務上疾病・年金部門及び失業部門をそれぞれ労働者災害補償保険制度及び雇用保険制度に統合し、見直し後の船員保険の運営主体  

を全国健康保険協会とする等所要の改正を行う。  

見直しの背景  

O 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」第22条  

船員保険特別会計については、同特別会計において経理されている事務及び事業並びにこれらに係る制度の在り方を平成18年度末  
までを目途に検討するものとし、その結果に基づき、当該事務及び事業のうち労働者災害補償保険法…による労働者災害補償保険   

事業又は雇用保険法…による雇用保険事業に相当する部分以外の部分の健康保険法‥珊若り引こ規定する全国健康保険   

協会その他の公法人への移管その他の必要な措置を講じた上で、平成期こ統合するものとする。  

○ 被保険者の減少傾向（特に職務上年金部門においては厳しい財政運営）   

被保険者数の推移 昭和46年度 26万8千人 → 平成17年度 6万3千人  

改正の概要  

1．雇用保険制度の見直しに伴う改正  

（1）雇用保険の国庫負担の見直しに併せ、船員保険の失業部門に係る国庫負担の見直しを行う。  

（2）雇用保険の保険料率の見直しに併せ、船員保険の失業部門に係る保険料率の見直しを行う。  

（3）その他、育児休業給付金の支給額の引上げ等、雇用保険と同様の改正を行う。  

2．御重いこイ半う改正  

（1）雇用保険への統合を踏まえ、被保険者に係る保険料率を引き下げる。  

（2）船員保険の職務上年金・疾病部門のうち、労働者災害補償保険に相当する部分を、労働者災害補償保険制度に統合する。  

（3）船員保険の失業部門を、雇用保険制度に統合する。  

（4）その他の部分は引き続き船員保険として実施することとし、その業務を全国健康保険協会に移管する。  
3．施行期日  

1及び2の（1）について  平成19年4月1日（一部 平成19年10月1日）   

2（（1）を除く）について  平成22年4月1日   



船員保険制度の見直しのスキーム  

現 行 制 度  見 直 し 後  

労災保険・雇用保険と統合し、  

独自給付は職務外疾病部門と一  

体的に実施  

III■◆  

雇用保険（国が実施）  

※ あわせて、雇用保険法改正に伴う改正（失業保険の給付の見直し、国庫   

負担の見直し等）のほか、統合を前提に、脚（被保険者   
負担分に限る）の引下げを平成19年4月より実施予定。   



参考資料5  

年金特別会計  
（厚生保険特別会計と国民年金特別会計の統合）  

概 要   

年金特別会計は、現行の厚生保険特別会計（労働者の年金保険事業（厚生年金保険）  

や健康保険事業（政管健保）等を経理）と国民年金特別会計（基礎年金及び自営業者  

等の年金事業（国民年金）等を経理）を統合して設置される特別会計であり、①基礎  

年金勘定、②国民年金勘定、③厚生年金勘定、④福祉年金勘定、⑤健康勘定、⑥児童  

手当勘定、⑦業務勘定に分かれ、業務に関する経理を行う。  

（参考1）  

○簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律  

（平成十八年六月二日法律第四十七号）  

（厚生保険特別会計及び国民年金特別会計の見直し）  

第二十一条 厚生保険特別会計及び国民年金特別会計は、平成十九年度において統合   

するものとする。この場合において、これらの特別会計において経理されていた事   

務及び事業については、その合理化及び効率化を図るものとする。  

（参考2）統合のイメージ  
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年金特別会計  

匡≡≡  平成19年度  

年金特別会計  

基礎年金勘定  

国民年金勘定  

厚生年金勘定  

福祉年金勘定  

健康勘定  

児童手当勘定  

業務勘定 ※  

国民年金特別会計  

基礎年金勘定  

国民年金勘定  

福祉年金勘定  

業務勘定 ※  

（4勘定）  

厚生保険特別会計  

健康勘定  

年金勘定  

児童手当勘定  

業務勘定 ※  

（4勘定）  
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特別会計に関する法律案（仮称）【厚生労働省関係分】  

行政改革推進法（平成18年法律第47号）  
特別会計に関する法律案（仮称）  

○ 政府は、特別会計の廃止及び統合、一般  
会計と異なる取扱いの整理並びに企業会計  

の慣行を参考とした資産及び負債の開示そ  

の他の特別会計に係る情報の開示のため、  
この法律の施行後一年 以内を目途として法  

制上の措置その他の必要な措置を講ずるも  

のとする。（第19条第1項）  

各特会法を廃止し、全特会共通の会計手続を定める。  

総則（各特別会計の共通事項）  

一般会計繰入の対象経費を法定化。  

借入金対象経責を特定し、借入限度は国会の議決を経る。  

企業会計の慣行を参考とした財務書類の作成・情報開示  

各特別会計の目的、管理及び経理に関する取扱い  
【労働保険特別会計】  

→ 労働福祉事業、雇用保険三事業につい   
て廃止を含めた見直しを行う。  
→ 雇用保険法第66条の規定による国庫負   

担の在り方については廃止を含めて検討。   

【厚生保険特別会計、国民年金特別会計】  
→ 平成19年度において統合。  

・特別会計ごとに、一般会計繰入対象経費や積立金の目的を  
明確化するとともに、勘定区分や勘定間の繰入れなど所要の  
規定を整備。  

【労働保険特別会計】  

【年金特別会計】   

厚生保険特別会計、国民年金特別会計を統合し、両特会の   

業務勘定を統合。  

【国立高度専門医療センター特別会計】  

→ 平成22年度において廃止、各センターは  
独立行政法人へ移行。   

【船員保険特別会計】  

→労災保険一雇用保険相当部分は平成22   

年度までを目途に労働保険特別会計に統  

合。その他の部分は公法人化。  

原則として、平成19年4月1日から施行し、19年度予算から適用。  

【国立高度専門医療センター特別会計】  

【船員保険特別会計】   

ともに、平成21年度末まで暫定的に存続し、廃止に伴う経過   

措置については別に法律で定めることとする。  

直 し、雇用保険法の国庫負担の在り方  労働福祉事業・雇用保険三事業の見   

及び船員保険制度の見直しについては、別途関連法律の改正により措置予   



［参考資料射  

第25回社会保障審議会医療保険部会  
（平成19年3月1日）  

資料 4  

パート労働者への健康保険の  

適用拡大について   



パート労働者への社会保険適用拡大に関する議論の経緯について  
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再チャレンジ支援総合プラン   

（平成18年12月26日「再チャレンジ支援に関する関係閣僚による会合」了承）一抜粋一  

由重宝   

3．再チャレンジ支援における重点課題  

（1）長期デフレ等による就職難、経済的困窮等からの再チャレンジ  

②労働者が安心嘲得して働けるように、労働契約法（仮称）を制定し、有期労  
働契約を含めた労働契約全般に係るルールを明確化し、また、パートタイム労  
働法の改正や！通過去などを進めて正規俳正  
規労働者間の均衡処遇を目指す。  

○ 行動言  十画表   

施策名   
目標・  

支援の対象者・対象項目  行動計画  指標   予算要求   

平成18年度   平成19年度  平成20年度  

再チャレンジを支援し格差を固定  

させないといった観点にも留意し  

長期デフレ等  ながら、引き続き、総合的に検討  

による就職難、  

経済的困窮  正規労働者   
具体的には、まずは土A土  同左  

享A金ムにおいてt力、に  

等からの脱却  ′、から意．又行－など  
土Aの適ム大が由王でき  

るよ‾．、との調寧に兵める．  

2   



短時間労働者への健康保険の適用について  

【健康保険の被保険者】  

※ここでいう「収入」には給与の他、資産所得等、継  

続して入る収入が含まれる（資産所得、事業所得等  

経費を要するものについては必要経費控除後）。  
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パ ー ト 労 働 者 へ の 健 康 保 険 の 適 用 拡 大 に つ い て  
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パート労働者が健康保険に加入した場合の給付と負担の変化のイメージ  

○ サラリーマン世帯（世帯主は健康保険の被保険者、世帯員はその被扶養者）が適用拡大の   
対象となる場合には、保険料負担は上昇するが、非正規雇用者（パート・アルバイト）が中   
心的な稼ぎ手である世帯（国民健康保険加入）においては、保険料負担は減少する。なお、   
育児休業中は保険料が免除される。  
○ いずれのケースにおいても、健康保険への加入により、新たに以下の給付が受けられる。  

・傷病手当金：日給の6割（平成19年度から2／3）相当籠、支給期間は最長1年6か月間   
■出産手当金：日給の6割（平成19年度から2／3）相当額、支給期間は約100日間  

・付加給付：一部負担還元金、家族療養付加金等、健康保険組合が独自に実施  

【報酬月額10万円の場合の例（加入期間は問わない）】  

保険料負担の変化（※1・2・3）   

（対象となる世帯単位）  

被保険者資格の変化  

（対象となる世帯の例）  
給付の変化等  

健保被扶養者 → 健保被保険者  
（例．サラリーマンの妻）  

年間約5．5万円増  

・傷病手当金：満鎮受給の場合、  
約107万円  

■出産手当金：満額受給の場合、  
約20万円  

・一部負担還元金等の付加給付  

t育児休業中は保険料が免除  

（配偶者がいる世帯：自営業者の妻）  

年間約4千円増  国保被保険者 → 健保被保険者  

（例．自営業者の妻  

ひとり親［母子家庭等］等）  
（配偶者がいない世帯：ひとり親［母子家庭等コ）  

年間約4千円減（※4■）  

国保被保険者 → 健保被保険者  
とその被扶養者  

（例，非正規雇用世帯の夫妻）  

年間約3．2万円減  

※1介護保険料負担の変化を含む。ただし、適用拡大の対象となる者が40歳未満の場合は介護保険料の負担はない。  

※2 健康保険における保険料率は、政府管薯健康保険の場合：9．43％（一般保険料率8．2％、介護保険料率1．23％）で計算。なお、   

組合健康保険における保険料率の平均は約8．5％（一般保険料率約7．5％、介護保険料率約1．0％）  

※3 事業主の保険料負担はいずれのケースにおいても年間約5．5万円増。  

※4 2人世帯（親1人子1人）の場合。3人世帯（親1人子2人）の場合は、年間約1．7万円減。  
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年金公法人法案（仮称）の概要   

公的年金事業等の適正な運営を確保するため、年金公法人（仮称）を設立することとし、その目的、業務等を定めるとと  

もに、社会保険庁を廃止し、関係法律について所要の改正を行う。  

（1）公的年金事業等に係る厚生労働大臣の事務のうち委任を受けたものを適正に実施することを目的とする年金   

以下の事項を定める。  公法人（仮称）を設立するため、  

① 目的  

② 事務所及び資本金に関する事項  

③ 役員及び職員に関する事項  

④ 業務に関する事項  
⑤ 設立手続き 等   

（2）関係法律の一部改正   

① 厚生年金保険法及び国民年金法  

現在、社会保険庁長官が行うこととされている業務は、厚生労働大臣が行うこととするとともに、被保険者  
資格の取喪の確認、保険料等の滞納処分及び被保険者に対する調査等については、年金公法人（仮称）に行わ  

せることができる旨の規定を設ける。   

② その他  

健康保険法、厚生労働省設置法等について、社会保険庁の廃止及び年金公法人（仮称）の設立に伴う所要の  

規定の整備を行う。  

Ⅱ 施行期日  

未定  

一卜   



国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律案（仮称）の概要  

1 サービスの向上  
を原則廃止するための規定の整備   ①住民基本台帳ネットワークの活用により、被保険者等の住所変更等の届出  

②社会保険と労働保険の手続の期限を一致させることにより、事業主による手続の簡素化を図るための規定の整備   
など、サービスの向上のための規定を整備する。  

2 保険料の収納対策の強化   

クレジットカードによる保険料納付等の保険料を納めやすい環境の整備、社会保険制度内での連携による保険料納付の促進な   
ど、保険料収納対策の強化のための規定を整備する。  

3照効率的な運営の確保   
①年金事務費の一部への保険料財源充当の制度化   

②年金福祉施設の根拠である「施設をすることができる」旨の規定の廃止及び年金相談等の年金給付に関連する事業の根拠規  

定の整備   

など、国民に信頼される公正・透明・効率的な事業運営を可能とするための規定を整備する。  

Ⅱ 施行期日  

公布日、平成20年4月1日、平成21年4月等  
一2－   



平成18年12月14日  

社会保険庁改革の推進について  

与党年金制度改革協議会   

社会保険庁改革は、これまでも我々が責任を持って進めてきた。   

しかし、今般明らかとなった不祥事などを踏まえ、国民の目線に立っ  

た改革をさらに進めていく必要がある。   

言うまでもなく、社会保険庁は年金・医療といった社会保障の重要な  

執行機関であり、国民の声に従ってその改革を進めていくことが社会保  

障制度への信頼を確立することにつながるものである。今こそ社会保  

険庁のさらなる改革を進め、解体し、出直して再構築し、国民の信頼を  

回復していかなければならない。   

こうした観点に立って以下の改革に早急に取り組むこととし、関連す  

る社会保険庁改革法案を次期通常国会に提出し、その成立を図るもの  

とする。  

公的年金の運営を再構築し、国民の信頼を回復するため、  

社会保険庁を廃止し、解体する  

・公的年金にかかる財政責任・管理責任は国が担うこととするが、   

その運営に関する業務（年金の適用・保険料の徴収・記録・管理・相   

談■裁定・給付）は新たな非公務員型の公的新法人を設けてこれに担   

わせることとする。  

・すなわち、特別会計の管理などの公的年金にかかる必要最小限の   

管理部門は国に置き、ここからの委託を受けて年金の運営業務を新   

法人が行うこととする。   



－また、年金の運営業務の振り分けを行い、民間へのアウトソーシング   

を積極的に進める。この業務の振り分けは第三者機関が行い、でき   

る限りのアウトソーシングを行うこととする。  

・この第三者機関は、民間の有識者をもって構成し、中立性・独立性   

を確保する。  
■ 強制徴収を含む徴収率を向上するための方策については、当面新   

法人を念頭に置くが、民間委託も視野に入れて可能な限りアウトソー   

シングできるよう十分な検討を行う。  

・特に、悪質な滞納者については、国税庁に委託して強制徴収を行う   

こととする。  

・なお、新たな運営体制が発足した後、その状況の推移を見ながら、   

新法人のあり方・存続の可否も含め、3年を目途として引き続き抜本   

的な検討を行う。  

2．組織人貞は必要最小限とし、一層の合理化・効率化を図る  
「r   

・国の管理部門の組織・要員は必要最小限とする。  

・年金新法人の職員は大幅な削減を目指し、一層のリストラ、民間へ   

のアウトソーシングを進める。  

・年金新法人の発足に当たっては、その職員は社会保険庁を一旦退   

職した後、第三者機関の厳正な審査を経て再雇用する。  

・外部からの採用も積極的に行い、これまでの職場体質を一掃する。  

・年金新法人の服務規律は民間と同等とし、勤務態度が不良な職員   

については降任・降格・免職等の措置を厳しく行い、職場規律を確立   

する。  



社会保険庁の廃止。解体  

社会保険庁   

保険医療機関の指導監督等  
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